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第６ 資産カルテ（平成２３年度決算） 

１．資産カルテの目的 

県が管理する大規模な県有施設については、建設後の維持管理など今後の県財政へ
の影響があることから、施設の状況や今後の大規模改修・修繕計画などについて的確
な把握に努め、適正かつ効果的な維持管理を行っていくとともに、今後の維持管理や
施設整備に対する県民の皆さんの理解を得る観点から、施設に関する財務情報をわか
りやすく提供していくことが重要と考えます。 

このため、県議会からの提言も踏まえ、施設の適切な管理と県民の皆さんへの情報
開示のため、大規模施設について「資産カルテ」を作成し、公表しています。 

 
 

２．対象施設の考え方 

（１）施設の規模 
県財政への影響の観点から、施設の規模が相当程度あること。 

（２）県民の利用 
県民への情報開示の観点から、広く県民に利用されている施設であること。 

（３）利用料金の徴収 
維持管理費と料金との関係を検証する観点から、利用料金を徴している施設で
あること。 

 
 

３．今年度における対象施設 

上記の考え方に基づき、今年度は、以下の施設の資産カルテを作成しましたので、
58 頁以下に掲載します。 
○三重県総合文化センター 

複合文化施設（文化会館、県立図書館など） 
 ○三重県立美術館 
 ○三重県営サンアリーナ 

コンベンション施設（メインアリーナ、サブアリーナなど） 
○三重県営鈴鹿スポーツガーデン 

総合スポーツ施設（水泳場、庭球場など） 
 ○三重県営総合競技場 
  総合スポーツ施設（陸上競技場、体育館など） 
 
 

４．資産カルテの活用 

県が管理する大規模施設について、長期にわたり計画的かつ効果的な維持管理を進
めるとともに、施設に関する財務情報等をわかりやすく提供するため、この資産カル
テを活用し、施設の運営管理の状況を多面的にチェックしていくことで、利用者の皆
さんに良質なサービスを提供し効率的な施設管理を行っていけるよう努めます。 

 

５．昨年度からの変更点 

財務情報をよりわかりやすく提供するため、様式の変更を行いました。 
 
１．「資産、支出」欄の名称を「資産」に変更 
  貸借対照表とキャッシュフロー計算書の要素が混在しているため、「資産」に
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統一しました。 
 
２．「負債、財源」欄の名称を「財源」に変更 
  負債以外の要素である国庫支出金や県費が含まれているため、「財源」に変更
しました。 

 
３．「資産、支出」欄の「過去の改修・修繕費」を「過去の改修費」に変更 
  「資産」の要素ではない修繕費を削除しました。 
 
４．「資産、支出」の「今後の整備」欄を「今後の整備」と「今後の修繕」に分割 
  「資産」の要素ではない修繕費を分離しました。 
 
５．「ライフサイクルコスト」の「減価償却費累計額①」を「建物建設費・改修費
累計額①」に変更 

  これまでは建物建設費を「減価償却費累計額①」と表していました。しかし、
実際には県の建物は減価償却を行っていないことから、実態に合わせて建物建設
費と変更し、これまでの「改修・修繕費累計額②」のうち資産の増加に資する改
修費と合わせて「建物建設費・改修費累計額①」と表すこととしました。 

 
６．「ライフサイクルコスト」の「改修・修繕費累計額②」を「修繕費累計額②」
に変更 

  上記５により改修費累計額を「建物建設費・改修費累計額①」に含めることか
ら、改修費を削除しました。 

 
７．「県民１人当たり運営費」欄の計算方法を変更し、「県民１人当たり運営費負担
額」と変更 

  これまでの「県民１人当たり運営費」は、「総支出額÷人口」で算出を行って
いましたが、総支出額の一部には料金収入等が含まれているため、正しい県民負
担を示していませんでした。このことから、料金収入等の影響を排除した「収入
のうち県費負担額÷人口」によって算出することにしました。これに伴い、名称
を「県民１人当たり運営費負担額」としました。 

 
８．「利用者数」の「利用者１人当たり運営費」欄の計算方法を変更し、「利用者１
人当たり運営費負担額」と変更 

  これまでの「利用者１人当たり運営費」は、「総支出額÷利用者数」で算出を
行っていましたが、総支出額の一部には県費（県民負担）が含まれているため、
正しい利用者負担を示していませんでした。このことから、県民負担の影響を排
除した「収入のうち料金収入額÷利用者数」によって算出することにしました。
これに伴い、名称を「利用者１人当たり運営費負担額」としました。 

 
９．「料金収入及び利用者１人当たり運営費の推移」グラフを「料金収入及び県民
１人当たり運営費負担額の推移」グラフに変更 

  県民の皆さんにお知らせする情報としては、利用者負担額の推移よりも県民負
担額の推移をより重視すべきとの考えから、項目の変更を行いました。 






















